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地域保健総合推進事業報告書について
・本事業報告書は、関係機関が連携して行う地域・職域での予防・健康づくりを目的とした保健活動へ、都道府

県の PT 士会・OT 士会が寄与することを推進するために実施した、今年度の様々な活動をまとめたものです。
・具体的には、令和5年度に作成した「普及のための手引き」を利用して、地域の健康づくりに関する事業開始

を望む PT 士会・OT 士会からモデルチームを構成し、その事業に対する「伴走支援」をパイロット的に実施
したうえで、他の PT 士会・OT 士会へ横展開するための伴走支援のあり方を検討すると同時に、その成果を
モデル事例として周知するために行った研修会を行いました。

・本報告書の内容が、今後の各地域での協業と、多様な予防・健康づくりの活動につながることを期待していま
す。
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第１章　事業の概要

第１節　事業の背景と目的

令和４年度地域保健総合推進事業「地域や職場における予防・健康づくり等へのリハビリテーション専門
職の関わりや役割に関する調査研究事業」の調査結果にて、理学療法士と作業療法士による成人に対する生
活習慣病予防等の健康づくりに係る取り組みが多くないことが明らかになったことから、令和５年度は「都
道府県理学療法士会・作業療法士会において関係機関と連携した地域・職域での予防・健康づくりを目的と
した保健活動を推進するための研修事業」を行った。令和４年度事業の保健所向けアンケート調査において、
保健事業を今後開催する際に PT 士会・OT 士会との連携を希望している保健所が多くみられた。

そこで、令和6年度は、令和5年度に作成した「普及のための手引き」を利用して、地域の健康づくりに関
する事業開始を望む PT 士会・OT 士会からモデルチームを構成し、その事業に対する「伴走支援」をパイロッ
ト的に実施したうえで、他の PT 士会・OT 士会へ横展開するための伴走支援のあり方を検討する。その成果
をモデル事例として周知するための研修会を行うこととした。

第２節　事業の内容

本事業では、事業協力者会議にて、以下の取組みを計画し実行した。
〇研修会（令和６年１０月５日開催：オンライン開催）

令和４年度および令和５年度事業の反省をもとに、PT 士会・OT 士会の関係部局の職員を対象として行っ
た。
〇伴走支援（一年間の伴走支援）

事業実施に向けた山口県理学療法士会と茨城県作業療法士会チーム活動を支援し、支援のあり方を検討
した。

第３節　会議の開催

1、事業協力者会議　回数：４回（すべてオンライン開催）
内容：事業全体の進捗管理、事業報告の取りまとめ
第１回会議　令和７年６月11日
第２回会議　令和７年８月26日
第３回会議　令和７年12月18日
第４回会議　令和8年２月５日

2、伴走支援班（すべてオンライン開催）
内容：事業実施に向けたチーム活動を支援し、支援のあり方を検討する
事前レク　令和７年５月23日
第１回班会議　令和７年６月11日
臨時会議　令和７年７月３日
第２回班会議　令和７年８月27日
臨時会議　第２回　令和７年10月22日
第３回班会議　令和７年11月21日
第４回班会議　令和７年12月19日
モデルチームオリエンテーション　令和７年６月20日
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第１回進捗会議　令和７年９月５日
第２回進捗会議　令和７年12月５日

山口 PT チーム
第１回チーム会議　令和７年６月17日
第２回チーム会議　令和７年７月16日
第３回チーム会議　令和７年８月19日
第４回チーム会議　令和７年９月19日
第５回チーム会議　令和７年11月25日

茨城 OT チーム
第１回チーム会議　令和７年６月９日
第２回チーム会議　令和７年７月31日
第３回チーム会議　令和７年８月21日
第４回チーム会議　令和７年９月９日
第５回チーム会議　令和７年９月27日
さんぽセンター打ち合わせ　令和７年10月16日
第６回チーム会議　令和７年10月30日

3、研修会班（すべてオンライン開催）
第１回班会議　令和７年６月11日
第２回班会議　令和７年７月22日
研修会運営　　令和７年10月５日
第３回班会議　令和７年11月18日
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第２章　伴走支援のあり方

第２章　概要

• 本事業において、各都道府県で、「働き盛り世代への保健事業に取り組めるよう、事業協力者が士会事業
担当者に対し寄り添い、伴走しながら支援する」試みを行った。

• それらの過程において、士会での事業化に向けた担当者への援助を、経験者が行う事や、取り組みの進捗
状況に合わせ、ディスカッションの場を設け、経験者から情報提供や意見交換を行うことで、士会事業担
当者の助けになる事がわかった。

• 各都道府県士会での事業化には、内向きの準備・調整と外向きの準備・調整がある事が整理できた。
• 内向きの準備・調整は、①組織内での担当部門の明確化、②事業の予算化、③組織内での事業に対する周

知・合意形成、④組織内での協力者集め、⑤協力者の人材育成、⑥事業展開に向けた計画の検討、⑦提供
できるプログラムの作成、⑧プレゼンテーションのための資料等、事業概要を紹介できる提供媒体（リー
フレット等）の作成、がある事がわかった。

• 外向きの準備・調整は、①保健事業制度の基本的な情報収集と理解（各都道府県に差異がある）、②都道
府県内の関係機関・部署などの把握、③すでに事業に関わっている専門職・団体等の把握とコミュニケー
ション、④事業を担当する行政機関・部門・部署の把握とコミュニケーション、⑤対象となる企業等の担
当者との渉外・コミュニケーション、⑥対象者個人への働きかけ、⑦事業の評価・アンケート等による意
見聴取、⑧ ⑥⑦に対するフィードバック、等がある事がわかった。

• モデルチームとして事業に参画いただいた２士会の取り組みから、その成果を「進捗会議」、「研修会」、「報
告書」等にて共有する事は、今後同様の事業に取り組む士会事業担当者の助けになると考えられる。

• 上記を効果的に進めるための、「伴走支援のあり方検討」は、（図１）のような組織・事業体系および役割
に則って実施した。

• 保健事業経験者の知見を生かし伴走しながら支援する事で、経験のなかった士会事業担当者の取り組みを
後方支援できることがわかった。

• 伴走支援において、支援プロセスの途中経過で情報交換や支援方針のディスカッション、支援の評価分析
を行うことで、伴走支援チームによる働きかけをより効果的に進められる。

• 評価分析の項目として、①モデルチームとの関係性、②活動の推進となる動機づけなどの情緒的支援、③
有効な情報提供など現実検討に関する支援、④支援過程での臨機法変な対応、を確認したが、今回はその
どれも意識しながらの関わりとなった結果、モデルチームからも一定の評価を得られた。「伴走支援のあ
り方」に関する検討については、本章本文を参照されたい。

• 新たな取り組みにチャレンジする事業実施者に寄り添い、伴走しながら支援する事は、来年度以降も公衆
衛生事業の推進として意味のある取り組みではないかと考えられる。

• 今回は、７ヶ月ほどの期間限定的な支援であったが（図２）、事業計画段階から事業開始、実践に向けた
プロセスでの、事業化に向けた後方支援は効果的であり、モデルチームとして参加した者は、以降、伴走
支援者として協力を得られると、立ち上がった事業の継続的フォローとともに、全国での事業化に対する
新たな支援も広がると考えられる。



4 5

A  

A B

A 

ṕ5 Ṗ

B 

ṕ5 Ṗ

Ḳ Ḳ
 Ḳ
 Ḳ

Ṍ

B  

ṕ2 Ṗ

図１　伴走支援あり方検討班の位置づけや、モデルチームへの支援体制の事業デザイン
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第１節　伴走支援の目的・活動・伴走支援の基本的考え方

１、本事業における伴走支援とは
本事業の目的は、「都道府県理学療法士会（以下、PT 士会）・都道府県作業療法士会（以下、OT 士会）

を対象に、関係機関と連携した地域・職域での保健活動の事業内容や運営方法に関する取り組みを学ぶ
ための研修の企画・運営を行う。また、支援のあり方を検討することで、他の PT 士会・OT 士会への横
展開につなげ、自治体又は企業における予防・健康づくりの発展に寄与する PT 士会・OT 士会の取り
組みをさらに推進すること。」としている。

そこで、地域の健康づくりに関する事業展開や介入を望む PT 士会・OT 士会からモデルチームを構成
し、その事業に対する「伴走支援」をパイロット的に実施したうえで、他の PT 士会・OT 士会への横展
開に向けた伴走支援のあり方を検討する。その成果をモデル事例として整理し、研修会などで周知する
こととした。

広辞苑によると「支援」とは「支え助けること」とされている。しかし「支援」の実際は、個人や団
体の課題解決に向けた具体的な対処など実務的な支援行動が求められている。「支援」は、解決を前提と
した「委任」にすり替わりやすいといえる。そのような「課題解決型支援」は、「支援」する者がすべて
の課題を背負い込むことになり、過剰なストレスや負荷をかけ、バーンアウトも含めた大きなリスクを
引き受けることになる。そこで多面的重層的な視点で「支援」のあり方を探ることも含め、今回、保健
事業における「伴走支援」を構築し、課題解決や目的達成のための新たな「支援」のあり方を検討する
こととした。

まず「伴走支援」とは何者か、認知症や共生社会において「伴走支援」を先駆的に試みた報告等から
その定義や手法を探ってみた。

認知症における「伴走型相談支援」では、「認知症の人や家族に対し、認知症による症状が察知された
早い段階から関わり、その変化にも寄り添い続けることで地域での認知症の人やその家族を支える。共
に考えながら気持ちを支え、理解と受容を促しながら適切な情報や知識の提供を行うことで、認知症の
人やその家族が考え、自ら選択できるよう支援する。そして、地域包括支援センターをはじめとする地
域資源のネットワークを活かして必要な活動やサービスにつなぐことで、認知症の人の社会参加や生き
がいに通じた支援を行い、住み慣れた地域で住み続けようとする人たちを応援する。」としている（伴走
型相談支援マニュアル / 公益社団法人日本認知症グループホーム協会 / 令和３年３月）。

また厚生労働省の地域共生社会検討会報告書では、「つながり続けることを目指すアプローチ（以下「伴
走型支援」という。）は、支援者と本人が継続的につながり関わり合いながら、本人と周囲との関係を広
げていくことを目指すものである。」「本人を中心として寄り添う意識を持って支援に当たることを重視
していくことが求められている。」「支える、支えられるという一方向の関係性ではなく、支援者と本人
が人として出会い、そして支援の中で互いに成長することができる」と謳っている（地域共生社会推進
検討会 最終とりまとめについて / 厚生労働省社会保障審議会障害者部会 / 令和元年12月）。

これらのことから「伴走支援」とは、当事者が孤立しないよう必要とされる人や機関等と「つながる
こと」を目的に、当事者の主体性や自律を妨げることなく相談対応を続けること、必要とされる情報を
当事者が理解、取り込めるような関わりを繰り返すことが「支援」する者の基本的な姿勢と考えられる。

２、本事業における伴走支援の目的
健康日本 21（第三次）は、関連する計画（医療計画、医療費適正化計画、介護 保険事業（支援）計画等）

と計画期間を合わせること、各種取組みの健康増進への効果を短期間で測ることは難しいことから、そ
の評価に一定の期間を要すること等を踏まえ、令和６年度から令和17年度までの12年間としている。
その全体像には、「生活習慣の改善を含め、個人の行動と健康状態の改善を促すことを、だれ一人取り残
さず、より実効性を持った取り組みが求められている。」と示されている。（図３）
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図３　 「健康日本21（第三次）の概要」第１回健康日本21（第三次）推進専門委員会　厚生
労働省健康・生活衛生局健康課　令和５年10月20日

中でもライフコースアプローチを踏まえた健康づくりとして、自然に健康になれる環境づくり（ゼロ
次予防）、社会とのつながり・こころの健康の維持向上（一次予防）、誰もがアクセスできる健康増進の
ための基盤の整備が謳われており、不適切な生活習慣に伴う疾病の発生を予防することを狙いとしてい
る。（図４）

図４ 　「健康日本21（第三次）の概要」第１回健康日本21（第三次）推進専門委員会　厚生
労働省健康・生活衛生局健康課　令和５年10月20日
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また、健康日本21（第三次）の基本的な方針に沿った主な目標には、新たに「健康経営の推進」が盛
り込まれており、健康経営に取り組む企業数の目標値は10万社とされている。（図５）さらに、令和４
年厚生労働省の「転倒防止・腰痛予防対策の在り方に関する検討会」の検討事項の中間整理では、労働
者の健康づくり等について「事業場において理学療法士等も活用して労働者の身体機能の維持改善を図
ることは有用であり、国はそのための支援体制を拡充するべき」と明記されている。

一方、これまでリハ専門職は発病、受傷後のリハビリテーションや再発防止、社会機能や生活機能の
回復維持を通じた保健領域での三次予防を提供してきた。しかし日本が今後迎える著しい生産人口の減
少を鑑みると、医療機関での事後的な予防的役割にとどまることなく、労働者の健康維持に応えるため
にも、疾病や傷害をできるだけ発生させないゼロ次予防や一次予防にも注力することが求められている。
これらのことに応えられる PT 士会や OT 士会の拡充を目指すために、伴走支援のあり方を探ること、
そしてさらなる展開を図ることが目的となる。

図５ 　「健康日本21（第三次）の概要」第１回健康日本21（第三次）推進専門委員会　厚生労働省健
康・生活衛生局健康課　令和５年10月20日

３、本事業における伴走支援の基本的な考え方
本事業では、予防・健康づくりをパイロット的に実践するモデルチーム（PT 士会チームおよび OT 士

会チーム）に対し、事業受託者である日本理学療法士協会及び日本作業療法士協会がモデルチームをど
のように支えられるのか、支える上でのポイントは何かを調査研究するものである。

ここではモデルチームを支える活動を「伴走支援」と位置づけ、そのあり方について検討することと
した。この調査研究は本人主体の原則に基づき、支援者はあくまでも伴走者であって指導者ではないこ
と、モデルチームに寄り添いながらモデルチームが主役であることを軸に、「具体的な課題解決を目指す
アプローチ」と「つながり続けることを目指すアプローチ」（「地域共生社会推進検討会」の最終とりま
とめ / 令和元年）を促通することを意識した。

しかしながら伴走支援の手順とはどのようなものなのか、誰がどのような役割を担うのか、どのよう
な状況に注目すべきなのかなど、想定し難い伴走支援の姿に不安や戸惑いを同時に抱きながらの活動で
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あり、事業受託者とモデルチームの作業や流れを作成し、まずは工程の見える化を図った。（図６）
モデルチームへの直接的な伴走支援は６月から11月頃までを予定し、頻回な打ち合わせや状況確認作

業を通じモデルチームが進める活動の到達目標の設定や活動遂行の後押しを心がけた。
モデルチームが活動開始に際し抱えている不安やその要因を把握し、活用できそうな情報提供や活動

の組み立てに関する考え方について助言などを繰り返した。伴走支援者から提供される情報や助言の取
捨はモデルチームに委ね、その後の伴走支援では進行中の活動に対する肯定的な評価と、活動展開にお
ける工夫や実現可能性についてモデルチームと丁寧に話し合いを行った。それら一連の過程を通じ伴走
支援のあり方を検討することとした。

図６　伴走支援のイメージ

４、本事業における伴走支援の方法
前述したように、伴走支援そのものが掴みどころのない不確実な作業との認識があったため、モデル

チームの活動手順を５項目に整理し、それらに呼応すべき伴走支援の姿を想定した。（図７）
活動の流れにある「計画立案」では、伴走支援の役割としてモデルチームの強みを活かしたゴール設

定を共に考えることとした。「チーム構成」においては、チームリーダーがまとめ役としての役割が担え
るようリーダーのバックアップを心掛けること、「タスク実行・進捗管理」では、定期的な進捗報告機会
の設定、コミュニケーションしやすい環境づくり、進捗状況の可視化の重要性を伝えることとした。「コ
ミュニケーション・関係者管理」では、情報の有効活用方法について丁寧な説明や提案を行った。「成果
評価・終結」では次なる動機付け支援を意識した関わりに注力した。
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図７　伴走支援の例（計画立案から事業実施や成果の評価まで）

モデルチーム活動開始にあたり、強み（創造力・人力・対応力・財力）を活かす目標設定が望ましい
ことから、図８、図９のように強み分析の確認を促すこととした。PT 士会または OT 士会としての組織
内の強みと、各士会組織と関連団体等との連携、活動を推進する経済的補償や補填などの外部環境につ
いても自己評価することで、活動初期に行う計画立案の糸口や切り口を見出しやすくした。またこれら
の確認事項については、モデルチーム活動を進める上でのメルクマールとして活用することも想定し作
成した。

図８　士会内での確認事項の例
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図９　外部関係機関および経費に関する確認次項の例

なお、これらの資料（図３～図９）は、令和６年３月27日に開催した「都道府県理学療法士会・　都
道府県作業療法士会における地域・職域での予防・健康づくりを目的とした保健活動を推進するための
研修および伴走支援のあり方に関する検討事業～『伴走支援』参加希望士会へのガイダンス～」におい
て報告説明に使用したものである。

５、本事業における伴走支援の評価分析
保健事業等における伴走支援のプロトコルが見当たらず、手探りでの作業遂行を余儀なくされたが、

伴走支援者の行為そのものをモデルチームが評価すること（他者評価）、また伴走支援者自身が自らの行
為を振り返ること（自己評価）を通じ、伴走支援のあり方を探ることとした。評価はモデルチームとの
会議を開催するたびに事後評価として実施した（表１）。

評価項目は、１）モデルチームとの関係性に関すること（チームメンバーへの公平平等な対応、信頼
関係の構築、対話＜質問・承認・フィードバック＞と傾聴を心がけたコミュニケーション、感情や情意
の変化に応じた対応）、２）活動の推進に関すること（活動の動機づけ、強みを同定し活かす、自律性の
尊重＜安易に解決方法を提示しない＞）、３）現実検討に関すること（有効と思われる情報提供、実現可
能性に沿った対応＜推論推測に拠らない対応＞、支援の自己評価や振り返り）、４）臨機応変な支援に関
すること（状況変化に応じた支援、気づきや発案の活用）の４項目とし、それぞれに４段階評定（１: 未
対応、２: 対応は不十分であった、３: ほぼ必要な対応ができた、４: 十分に満足できる対応ができた）
を行い、コメントを加えた。評定は単純集計による分析、コメントについては KH Coder の共起ネットワー
クにより経時的に分析することとした。
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表１　伴走型支援事業評価の項目・評価票

【伴走型支援事業評価】 

項目 
内容 

評価 
評定 

（例） 1:未対応         2:対応は不十分であった  
3:ほぼ必要な対応ができた 4:十分に満足できる対応ができた 

A 

モデルチーム（当事者）との関係性に関すること コメント 1    2    3    4 

〇チームメンバーへの公平平等な対応 

〇信頼関係の構築 

〇対話（質問・承認・フィードバック）と傾聴を心が

けたコミュニケーション 

〇感情や情意の変化に応じた対応 

〇会議進行者はこれまでどおり各チームメンバーからの意見聴取の後、伴走支援者の所
感等を求めるなど、会議参加者全員からの発言機会を保障。またそれぞれの発言の受
け、話題の広がりをつくる見解を述べるなど、相互に積極的な意見交換があった。 

B 

活動の推進に関すること コメント 1    2    3    4 

〇活動の動機づけ 

〇強みを同定し、活かす 

〇自律性の尊重（安易に解決方法を提示しない） 

〇各チームには予算処置可能期間にこだわることなく本年度事業の到達目標への活動遂

行意欲があり、事業事務局との調整によりできるだけバックアップすることとした。 

C 

現実検討に関すること コメント 1    2    3    4 

〇有効と思われる情報提供 

〇実現可能性に沿った対応（推論推測に拠らない対応） 

〇支援の自己評価や振り返り 

〇各チームともに事業に関する情報収集は一段落しており、今後成すべき方向性は明確

であった。 

D 

臨機応変な支援に関すること コメント 1    2    3    4 

〇状況変化に応じた支援 

〇気づきや発案の活用 

〇次年度以降の当該事業においては、各チームと事業受託者との関係や協力体制は不確

定であるものの、今回のつながりを有効活用する連携構築が不可欠であることを確認で

きた。 

評価者 ▢他者評価  
���自己評価 
モデルチーム会議日 

（含む進捗会議） 
2024 年 12 月 5 日 記載日 2024 年 12 月 9 日 

 

６、「伴走支援班」の取り組み
モデルチームとして、山口県理学療法士会（以下、山口（PT）チーム）と茨城県作業療法士会（以下、

茨城（OT）チーム）の２チームが本事業に参画した。この２チームに対しては、約７ヶ月の支援を行う、
本プロジェクトの組織体系は、表２の通り。

表２　地域保健総合推進事業　事業協力者
役割 氏名

伴走者 〇岡持 利亘
　渡邉 忠義
　梅野 裕昭
　小林 敦郎
　戸松 好恵
　成松 義啓

山口（PT）チーム 〇三戸　洋
　石光　雄太
　小寺　陸王

茨城（OT）チーム 〇藤田 夕子
　濱田 剛利
　細田 忠博
　佐々木　剛

※敬称略、〇はリーダー

伴走支援は、①各士会の事業担者（３〜４名）に対して、定期的なオンライン会議において情報提供
とディスカッションを行いながら、事業構築の協力を行う、②事業担当者は、県内の関係者（内・外）
との調整や、事業実施体制と取り組み内容の検討と実践を進めチーム会議で報告する、③各県チームを
事業経験・知識を持つ事業協力者が「伴走者」として担当する、④伴走者は、過去の経験に基づき、情
報提供や取り組みの進捗プロセスに合わせた支援を行う、⑤両チームの会議には伴走支援班のリーダー
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および事務局が同席し、運営を調整する、⑥両チームの進捗は伴走支援あり方検討班の会議および合同
での進捗会議でも報告し、事業協力者全体でも共有する、⑦伴走支援あり方検討班リーダーは会議の進
行や成果・結果の整理、事業協力者全体への報告・調整を行う、⑧事務局は事業のスケジュール管理お
よび、支援の調整・整理・運営費等のバップアップ、本事業の本体である公衆衛生協会との調整等、事
業全体のマネジメントを実施する等、８つの項目に亘った。

A  

A B

A 

ṕ5 Ṗ

B 

ṕ5 Ṗ

Ḳ Ḳ
 Ḳ
 Ḳ

Ṍ

B  

ṕ2 Ṗ

図１　伴走支援あり方検討班の位置づけや、都道府県チームへの支援体制の事業デザイン（再掲）

事業全体は、会議を主体とした運用となるが、その中で「伴走支援あり方検討班」は、①班会議、②チー
ム会議、③合同の進捗会議、④事業者全体会議に参加し、それぞれの会議参加者と共に進捗を共有し、
伴走支援の内容を手探りであったが検討しながら進めていった（表３）。
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表３　会議開催一覧
開催日 開催方式

伴走支援あり方検討班 事前レク 5/23

第１回班会議

オンライン

6/11

臨時会議

オンライン

7/3

第２回班会議

オンライン

8/27 オンライン

臨時会議　第2回 10/22 オンライン

第３回班会議 11/21

第４回班会議

オンライン

12/19 オンライン

6/20 オンライン

9/5 オンライン

12/5 オンライン

モデルチームオリエンテーション

第１回進捗会議

第２回進捗会議

山口(PT)チーム 6/17第1回チーム会議 オンライン

7/16第2回チーム会議 オンライン

8/19第3回チーム会議 オンライン

9/19第4回チーム会議 オンライン

11/25第5回チーム会議 オンライン

茨城(OT)チーム 6/9 対面

7/31 オンライン

8/21 オンライン

9/9 オンライン

9/27

10/16

オンライン

対面

10/30

第1回チーム会議

第2回チーム会議

第3回チーム会議

第4回チーム会議

第5回チーム会議

会議名

オンライン

産業保健総合支援センター打ち合わせ

第６回チーム会議

年度内のスケジュールは、第１四半期に伴走支援の内容を説明する事前レクチャーおよびオリエンテー
ションを行い、本事業の全体像や伴走支援の基本的な考え方をお伝えし、各チームでの第１回のチーム
会議を開催した。第２四半期には、チーム会議を重ね事業化の準備および取り組みを進めつつ、第３四
半期の全国研修会で報告。取り組みを更に進め、12月の成果報告（第２回進捗会議）で事業の結果（予測・
予定含む）を報告していただいた。第４四半期では事業のまとめを実施。伴走支援班としては、班会議
を重ね両チームへの支援内容を調整しながら、同時に伴走支援のあり方についての意見交換も同時並行
で進めてきた。（図10）。

単年度の事業と考えず、前年度から事業の周知を行いつつ参加者を募り、事業年度は説明や情報提供、
会議を重ねながらチームの状況にあわせた支援を実施しつつ、次年度の事業に向けた結果の考察や事業
計画づくりが必要で、両県共に継続的な事業化のためには県内での人材育成や事業展開のための実践を
重ねる必要があると思われた。
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図10　事業計画段階から事業開始、実践に向けたプロセスの支援

両チームの取り組み内容（概要）を紹介する。山口（PT）チームは「企業への腰痛予防」、茨城（OT）チー
ムは「企業へのメンタルヘルス不調予防」に取り組んだ。２チームが、事業を決定し開始するまでのプ
ロセスに伴走しながら支援を行いつつ、その経過と結果を研修会で報告いただくよう、進めた（図11）。

図11　令和６年度事業の全体像

本事業に参加する都道府県士会を募るために、各都道府県の職能等担当者に対し、事前にアンケート
を実施し、同様の取り組みの有無や、本事業への関心の有無などを聴取した。その結果、興味・関心を
示していただいた都道府県士会に案内をして、事前ガイダンスを実施した（前年度）。
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都道府県士会に対しては、PT 士会・OT 士会ともに、士会長会議や事務局長会議、職能等事業担当者
会議等で、事業アナウンスを実施し本事業の周知を行った。

事業採択後に手上げによる事業参加県を確定するための情報提供の場として、「事前ガイダンス」を実
施、参加候補県の担当者に、事業の方向性、伴走支援の整理、事業の手順等を説明し、事業参画を検討
していただいた。

７、伴走支援のあり方に関する評価
モデルチームとの会議ごとに、モデルチームによる他者評価と伴走支援者による自己評価とを行い、

伴走支援のあり方と意義を検討した。評価項目は、①モデルチームとの関係性に関すること、②活動の
推進に関すること、③現実検討に関すること、④臨機応変な支援に関することの４項目とし、各項目４
段階評定で行った。評定は単純集計による平均点比較、コメントは共起ネットワークで他者評価と自己
評価比較を行った。この評価から今回の伴走支援は２チームともに初回から最後まで他者評価が高かっ
た。

伴走支援のあり方と評価

初動時
①活動の到達目標の設定や活動遂行の後押し
②モデルチームが抱えている不安やその要因を把握
③活用できそうな情報提供
④活動の組み立てに関する考え方について助言
進行中
⑤活動に対する肯定的な評価
⑥活動展開における工夫や実現可能性検討
自律的な各チームを承認
参加者全ての発言を引き出す
活用できる資料は惜しみなくタイムリーに提供

モデルチームの
高い評価

寄寄りり添添いい支支援援
つながり続けること
を目指すアプローチ
「地域共生社会推進検討会」の最終とりまとめ

/令和元年

具体的な課題
解決を目指す

アプローチ

1

図12　�伴走支援のあり方と評価

第２節　伴走支援の取り組み①：山口（PT）チーム

「企業支援実践から県内他業種への展開に向けた事業化への準備」
作業分析に基づく企業への予防・健康づくり介入について～実践・評価分析・連携調整～

１、事業の骨格
１）「酒造会社」へ職場訪問、事業部署別インタビュー、職員アンケート、職員向け講座を実施した。
２ ）県内他業種への展開、継続性を含め事業化の検討、既存事業との整合、士会内での準備等に取り

組まれた。
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２、活動の推移と活動のポイント
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図13　山口（PT）チームの活動の推移

• 山口（PT）チームは、第１回のチーム会議以降、士会の事業担当者の努力により、酒造会社への腰痛予
防等労働災害防止に対して、伴走支援参加後すぐに事業化が進む形となった。

• 対象となる企業の幹部職員との個人的なつながりを活用としながらも、士会内での準備を進め、職場訪問
から、職員アンケート、職員へのミニ講座および業務上の工夫による腰痛予防など、職員一人ひとりの当
事者への働きかけと、労働環境や作業方法への提言、一人ひとりのアンケート結果から見た個人課題につ
いて上司への報告、介入終了後一定期間経過後のアンケートまで、計画と実践、取組内容の評価・考察ま
で、期間内に実践する事ができた。

• 実践にあたっては、同様の事業経験のある伴走者から、①介入時に試用した資料や経験談、②必要な保健
行政に関する制度上の知識の提示、③事業化のための補助金制度や、企業側のメリットとなる社員に向け
た保健活動で得られる「健康経営」の制度上の利点、④関係機関の存在や、他県での取り組み、⑤外部情
報として得られる山口県内での取組例、⑤既に山口県内で活動しているキーパーソンの情報、等を情報提
供し、活動に活かしていただいた。

• 介入の内容については、ミニ講座の説明内容、アンケート結果の分析について、結果の効果検証等へと議
論が展開した。

• 事業の実践は、第３四半期中に収束し（酒蔵会社の繁忙期に入るため）、その後は、単一の事業所支援だ
けで無く、県内の他業態・他業種・他事業所への展開を考えた際の検討ポイントや、次年度に向け準備す
べきことへと議論が展開した。

• 今回の県内チームだけでなく、PT 士会内での事業展開を鑑み、人材育成含む体制整備が今後の課題であ
るとの見方で引き続きその準備を進めるという合意形成に至った、との報告となった。

• 県内での活動の推移については、入口から出口戦略まで、さらに次年度への方向性までを、図14・図15
の様に整理された。
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図15　今後の活動の方向性

３、取り組みのスケジュール（12月５日第２回進捗会議の報告より）
• ６月17日 第１回　地域保健総合推進事業チーム会議
   →　山口県理学療法士会役職者と検討。介入承諾を得る
• ６月20日　 事業オリエンテーション
• ７月 ８日 事業協力会社へ説明および介入時期・頻度打合せ
• ～７月中旬　 アンケート実施（JLEQ、東大１項目版、転倒災害チェックシート）
• ７月16日 第２回　地域保健総合推進事業チーム会議
• ７月26日 腰痛予防対策研修会実施　第１回（正職員／パート職員向け）/ 職場見学
• ８月19日 第３回　地域保健総合推進事業チーム会議
• ８月31日 腰痛予防対策研修会実施　第２回　（正職員向け）
• ９月 ５日 第１回進捗会議（地域保健総合推進事業）
• ９月 ６日 腰痛予防対策研修会実施　第２回　（パート員向け）



18 19

• ９月19日 第４回　地域保健総合推進事業チーム会議
•10月 ５日  都道府県理学療法士会・作業療法士会において、関係機関と連携した地域・職域での予

防・健康づくりを目的とした保健活動を推進するための研修
•10月中旬～ アンケート実施（JLEQ、東大１項目版、転倒災害チェックシート・意識調査）
• ～10月下旬 アンケート回収
•11月中旬～ 介入企業様　朝礼時の体操導入検討中（連絡あり）
•11月25日 第５回　地域保健総合推進事業チーム会議
•12月 ５日 第２回進捗会議（地域保健総合推進事業）

４、事業化に向けた4つのプロセス
•  事業実践に向けての準備は、以下の4つのプロセスがあった。

①企業（酒造会社）の管理者に対する働きかけ（理学療法士として、健康経営等に協力出来る旨の説
明や、取組内容の提案、スケジュールなどの調整）

②職場訪問し、職員に対する事前アンケートと、各部署の視察により、部署別の業務特性の把握と、
作業工程の確認と意見交換

③アンケートの分析と、部署別の支援内容の企画検討、両者の結果からミニ講座および管理者への情
報提供内容の作成と実践

④上記③のプロセスと同時進行で、「山口労働局山口県 SAFE 協議会・産業保健センターなど関係機
関のリサーチ」、「山口県独自の企業向け支援策と、既に関わっている職種や取組内容の把握」、「既
に事業を実施している理学療法士へのコンタクト」などを進めた結果、今回実践した企業以外に「事
業展開するための課題整理と検討」と、「組織内体制、次年度実施する体制・人材育成の計画」につ
いて検討するに至った（図16）。

取り組みの中での課題
今後の検討事項

本活動を行う上での山口県下における情報収集・分析（地域診断や企業情報など）

本活動を行うにあたっての担当市町の保健師さんとの協働模索

地域の新聞社などへの情報提供や広報活動

協会けんぽや産保センターとの連携模索（本事業結果を持ってPRなどを行う）

他士会（OT・ST士会）様との連携検討⇒⇒OTOT士会様の担当者と調整中

山口県士会内部での体制づくり、人材確保・育成など

⇒企画広報部で取り組みをPRして頂くように調整中

産業理学療法に関する研修会を今年度開始（産業理学療法に関する研修会を今年度開始（人材発掘・興味のある人の取り込み人材発掘・興味のある人の取り込み）

図16　最終プロセスで見出された課題や検討事項、次年度に向けて

•  最終的には、「酒造会社に対しては、次年度4月に再度の職員への介入が計画」され、「山口県 SAFE
協議会への参加」と、「山口産業保健総合支援センターから産業保健相談員（運動指導担当）の委託を
受けた理学療法士との連携により、次年度3名分の委託」への協力体制が予定される事となった。
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5、その他、取り組みの経過での感想など（ディスカッションから）
• �実践から、事業化のための準備や、外部との連携へと、逆算的に進められた。
•�伴走支援者も、自身の経験としての「大分県の実践」から具体的な取り組みの内容例示や、参考例（資

料含む）を提示できた。
•�企業とのコンタクトや調整の窓口、関連する制度や周辺の法律・事業等の理解、多様な事業に関わる

ステークホルダーの把握とコミュニケーション（例：産業保健総合支援センター）の方法を学ぶ必要
がある。

•�開始時に、伴走支援の方向性を支援者も考え、会議体の構成や役割などを整理して臨んだが、今回の
形で、継続的に次年度以降も伴走支援は充分成立すると考える。

• 伴走支援にあたり、山口県の状況を、伴走支援者もリサーチする所から始め、収集した資料を提示し、
共に事業を創っていく応援に手応えを感じた。

• 事業そのものはトントン拍子に進んだが、他の業種や次年度の事業に向けた今後の整理には、伴走支
援の過程で提示した様々な資料が役立つと感じる

• 継続的に取り組んでいただくための伴走支援内容としては、企業と関連団体との連携までを支援する
ことも視野に入れるか検討が必要（継続支援のメニューとして）。

第３節　伴走支援の取り組み②：茨城（OT）チーム

「県内関係者との調整から事業化に向けた多様な準備・実践」
メンタルヘルスケアと余暇活動の充実をメインテーマに掲げた予防・健康づくり介入体制構築

１、事業の骨格
• メンタルヘルス不調を軸に、事業実施する体制を整備した。
• 茨城県作業療法士会が中心となり、　県内の４団体（理学療法士会、言語聴覚士会、リハビリテーショ

ン専門職協会）での活動につなげられるよう、　団体内・外の調整や実施基盤の整備を行いながら企業
への介入を模索した。

• 企業（学校）で働く方に対する介入計画を準備し、実践に備えた。
• 事業可能性のある業態、健康経営情報、関係機関（特に産業保健総合支援センター）等との連携窓口

の確立、事業に関わる県内外の施策等の調査・情報収集、等事業実施に向けた準備が周到に行われた。
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２、活動の推移と活動のポイント
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図17　茨城（OT）チームの活動の推移

• 茨城（OT）チームは、新規事業の構築過程を、丁寧に進められた。次年度以降に事業化と事業定着す
るための多様な調整が、綿密に準備されるに至った。

• 作業療法士の専門性を活かし、「メンタルヘルス不調」をテーマに選定し、OT 士会内の運営チームの
他に、その分野に詳しいメンバーをチームに迎えチーム体制を強化した。

• 新規事業として実施するためには、①支援パッケージ作成、②具体的な連携・支援事業の展開、③継
続実施に向け資金調達・人材育成、④リハビリテーション専門職協会と連携といった、４つの項目で
の準備の必要性を例示された。

• また、企業における「健康経営」をサポートするための関係機関として、①全国健康保険協会、②産
業保健総合支援センター、③県・保健所・市区町村・保健センター等があり、それぞれが既にどのよ
うな活動をしているかといった、地域特性の把握が必要な事も明確になった。

• 健康経営に取り組むための、特定健康診査や労働災害防止に関する現行制度なども、リサーチが必要
となり、それらの把握に取り組んだ。

• 第３四半期には、関係機関である「全国健康保険協会」「産業保健総合支援センター」に対してもヒア
リングに出向くなど、事業化に向けた多様なアクションを実施した。

• 結果、事業の実践は次年度以降となったが、複数年かけた中長期計画とロードマップまでを作成され、
同時に関連団体との協働実施も視野に入れた準備を行った一年であった（図18）。

• また、組織内（茨城県 OT 士会）では、事業実施に対する承認や合意形成に向けたプロセスを提示した。
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図18　茨城（OT）チームの取り組み：令和６年度から中長期目標にむけたステップ

３、取り組みのスケジュール（12月５日第２回進捗会議の報告より）

図19　伴走支援進捗状況：内・外に向けた多方面への取り組み

茨城県（OT）チームの取り組み
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• ６月９日：第１回チーム会議 事業開始、関連団体等の情報収集
• ６月20日：事業オリエンテーション、伴走支援チームとの顔合わせ
• ７月31日：第２回チーム会議 事業の主軸を「メンタルヘルス不調」に焦点化
• ８月21日：第３回チーム会議 事業計画や目標・ロードマップ作成
• ９月５日：第１回進捗会議（地域保健総合推進事業）
• ９月９日：第４回チーム会議
• ９月：OT 士会内での調整、理事会での報告や承認
• ９月27日：第５回チーム会議
•10月：関係機関への説明・ヒアリング、令和７年度事業計画・予算への計上
•10月16日：産業保健総合支援センターとの打ち合わせ
•10月30日：第６回チーム会議
•11月：事業実践対象へのヒアリング、理事会への報告
•12月５日：第２回進捗会議（地域保健総合推進事業）
•12月：�事業実践対象との講座内容の協議、進捗会議で報告、次年度事業化に向けたチーム員の再編・

準備

４、事業化に向けた４つのプロセス
• 事業実践に向けての準備は、① OT 士会内だけで無く、県内４つの団体長との連携事業化を視野に入

れた報告・調整・つながり作り、②出前講座の内容検討、③関係団体への報告とヒアリング（関連団
体とのつながり作り）、④内部体制づくり・人材育成確保、の４つのプロセスに分け、それらのスケ
ジュールも含め整理された。このプロセスは、今後同様の取組をされる都道府県士会の事業担当者の
参考になる例示となった（図20）。

図20　事業実践のための準備：４つの視点・準備スケジュール（1/2）



22 23

図20　事業実践のための準備：４つの視点・準備スケジュール（2/2）

５、その他、取り組みの経過での感想など（ディスカッションから）
• チーム内での検討および伴走支援者との会議を通じて、計画の積み上げから徐々にモデル的取り組み

を作成する流れと、チーム作りを両輪として進められた。
• 伴走支援者は、経験に基づき、①実践の際の工夫や課題になること、②周辺データや、情報のありか、

考え方、コンタクトした方が良い機関等を提示、チームを誘導した。
• ＯＴ士会としてやりたい事、士会内での組織建てがしっかりしており、ゼロベースから実践に向けた

基礎となる体制を創る人材がチームにおられた事と、選択したテーマに詳しい作業療法士をメンバー
に追加する等、チームの構成の変化もダイナミックだった。連携の進み方から、取組を進める素地が元々
あったと拝察する。

• 事業を実施するにあたり、将来像として県内のリハビリテーション４団体（作業療法士会、理学療法
士会、言語聴覚士会、リハビリテーション専門職協会（IRPA）との連携を想定し、検討過程でも事業
方針等報告していた。

• 実践内容（出前講座の内容）の検討においては、メンタルヘルス不調をターゲットにして、従業員50
人以下の事業所を対象にする事をイメージした。

• 外向きには、関係機関として、「全国健康保険協会」、「産業保健総合支援センター」に対し、事業方針
の打診を行い、対面にて、計画している事業内容に対する助言を得たり、依頼について協議されたり
した。

• 内向きには、内部の体制づくり、人材育成と確保、事業参画者の養成講座も検討され、その結果として、
今後の課題として、①人材確保（マンパワー）、②事業のマネジメント（人材派遣、ヒント、回数の上
限等）、③出前講座の手法（対象者、支援の種類・方法、時間枠、派遣による現地支援か録画教材提供
か資料提示）、④全国健康保険協会、産業保健総合支援センター等との連携策の模索、⑤士会との連携
検討（県士会員、茨城精神作業療法専門委員会、チーム員）、⑥内部体制（人材育成、指導者養成、補
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助金等）の６点を整理された。
•10月30日の最終のチーム員会議で、①実践に移行できていないこと（実施体制や人材育成が未整備で

ある事）、②メニューの多様性（現在の講座内容のみでは、地域のニーズに充分に応えられない可能性
がある）、③多職種連携（地域の医療機関や福祉機関との連携体制が未整備）という新たな課題を整理
し、今後の事業計画として単年度での取り組みとせず、数年かけた中長期計画へと計画を拡大された。

図21　茨城県中長期計画案（10月30日チーム会議資料より）

• そして、中長期計画の実現のためのアクションプランとして、図22の内容を報告し、最後のチーム員
会議を終えた。

図22　中長期計画の実施のためのアクションプラン
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• チーム員会議は10月30日の第６回会議で終えているが、その後も活動を続けられ、次年度に向けた
具体的な項目を整理され、以下を報告された。

1）メニュー作成、内部体制、多職種連携を軸にしたアクションプランの立案
　①メニュー作成については、健康経営法人認定項目にあわせた内容
　②事後に向けたアンケートの必要性
　③内部体制としての講師選定や研修計画、運営マニュアル、広報を実施
　④多職種連携は、産業保健総合支援センター等との定期的なミーティング
2）健康経営の項目
　①�ヘルスリテラシー、ワークライフバランス、職場の活性化、両立支援をキーワードに内容を創ると、

話が進みやすい印象
　②�健康経営優良法人認定制度では、小規模施設では、進みやすい印象（大規模は14項目必要、小規

模であれば、３つを作業療法士が提供できると交渉すれば、進みやすいかもという解を得た）
　③�全国健康保険協会への情報提供や、認定基準やステップに基づいて、情報提供することが、今後

可能な印象

第４節　伴走支援者からの情報提供の例（伴走支援の過程で提供）

１、事業全体に関係：事業開始初期に、事業に関係する参考資料の提示
1）エイジフレンドリー補助金　関係情報

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09940.html

https://www.jashcon-age.or.jp/

• エイジフレンドリー補助金　リーフレット
https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001158947.pdf

• エイジフレンドリー補助金　規定
https://www.jashcon-age.or.jp/common/pdf/implementation-point-ver6.pdf

• 令和6年度エイジフレンドリー補助金 Q&A
https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001158975.pdf
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2）山口県に関連する情報提供
• やまぐち健康応援団登録事業所一覧

https://kenko.pref.yamaguchi.lg.jp/ouendan/

https://kenko.pref.yamaguchi.lg.jp/ouendan/download/ichiran.xls

• 協会けんぽやまぐち健康づくりパンフレット
�https://www.kyoukaikenpo.or.jp/~/media/Files/yamaguchi/Temporary/201805/gaiyou301001.
pdf

• 山口県健康福祉部健康増進課情報
https://kenko.pref.yamaguchi.lg.jp/jouhou/index.html

• 日本理学療法士協会資料：産業保健・健康経営における課題と理学療法士活躍の可能性に関する
　調査事業報告書

https://www.japanpt.or.jp/activity/asset/pdf/20240331_chousajigyou_houkokusho.pdf

• 日本理学療法士協会資料：国民向け公開・各種調査・結果　報告書等
https://www.japanpt.or.jp/activity/investigation/

• 独立行政法人労働者健康安全機構について
• サンプルパンフレット：運輸系企業のドライバー向け
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2 、メンタルヘルス関係：部会での議論を受け、他県での労働産業保健等に関する機関やその取り組み状
況や、知っておくべきキーワードや、情報の取得先などのURLなどを情報提供した。
１）産業保健総合支援センターの所管（独立行政法人労働者健康安全機構：厚労省の外郭団体）と労災

病院の所管が同じであること。
２）各労災病院には、勤労者リハビリテーションセンターや、勤労者メンタルヘルスセンター等がある

こと。
３）伴走者の所属市の、産業保健総合支援センターの状況共有。50人以下の事業所では、事業主の認知

度や連携等の意識が低い現状がある。
４）受け手側の課題としても、全国健康保険協会がコラボヘルスを実施し企業が行う事業所健診を案内

しているが、事業所の理解・周知の到達レベルは、低い状況であること等も示された。

3、各県チームとは、メーリングリストを用意し、情報のやり取りに活用した。
１）情報収集として、「メンタル不調でお休みの方の状況が分かれば」とのチーム会議でのやり取りから、

資料を検索。
２）茨城労働基準監督署における令和６年度の労働災害の統計情報の検索情報（他県でも同様に情報公

開がされている）
① https://jsite.mhlw.go.jp/ibaraki-roudoukyoku/roudoukyoku/gyoumu_naiyou/kijunbu/anei_

in/saigai2.html

② https://jsite.mhlw.go.jp/ibaraki-roudoukyoku/content/contents/002140023.pdf

３）茨城産業保健総合支援センターのホームページに、グラフで見る茨城の労働衛生があり、そこに、
精神障害の労災補償状況が提示されている。
　https://ibarakis.johas.go.jp/info_document/various/graph- ２

４）全国健康保険協会茨城県支部の評議会資料
① https://www.kyoukaikenpo.or.jp/shibu/ibaraki/template03/r05/

令和２年度のデータと古いものの、医療費の状況等も確認可能。対象となっているのが、意外に、医療・
福祉関係の事業所が多い状況で、職場環境の改善等で作業環境の評価等も可能かもしれない事を共有。
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５）協会けんぽ茨城県支部の覚書締結状況
https://www.kyoukaikenpo.or.jp/shibu/ibaraki/cat080/201712111503/

６）介護現場の生産性向上等を通じた働きやすい職場環境づくり
① https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/forum2023_mhlw_sesakudoukou.pdf

介護職員の減少に備え、労災事故防止やロボット等の導入の支援等にも可能性があるかも知れないこ
と。国の重点事業であり、補助金もあるため、協会けんぽや茨城県に独自施策がある可能性。担当者と
意見交換することで、教えてもらえるかも知れないこと。

4、メンタルヘルス不調に関するその他情報（チーム員会議内で情報提供した一例）
１）関係機関の存在として、「精神保健福祉センター」があること。
２）精神保健福祉の領域では、心のサポーター養成講を令和15年度末までに100万人に増やす動きがあ

り、県や自治体が主体になって今後事業展開していくこと。
３）心のサポーター養成講座の指導者養成研修関連の情報にアンテナを高める事も役立つ可能性あり。

そこから介入の切り口が開ける可能性もあること。
４）経営者目線での発信が必要であること。
５）健康経営の視点がポイントとなることを共有した。

第５節　伴走支援のあり方　評価・ポイント・考察

１、伴走支援のあり方に関する評価
前述したとおり当該領域における先駆的な伴走支援事例は見当たらず、活動の比較検討ができないため、

本研究においてはモデルチームとの会議ごとに、伴走支援者による自己評価とモデルチームによる他者評
価を行い、伴走支援のあり方と意義を検討することとした。

評価項目は、１）モデルチームとの関係性に関すること、２）活動の推進に関すること、３）現実検討
に関すること、４）臨機応変な支援に関することの４項目とし、各項目４段階評定（１: 未対応、２: 対応
は不十分であった、３: ほぼ必要な対応ができた、４: 十分に満足できる対応ができた）で行った。評定は
単純集計による平均点比較、コメントは共起ネットワークで他者評価と自己評価比較を行った。

１）伴走支援（４名）に対する評定
①茨城（OT）チーム（４名）との会議後の評定結果

個別に開催した３回のチーム会議後の他者評価および自己評価結果は、図23のとおりである。
全体的には、他者評価の方が自己評価より評定結果は高く、「チームとの関係性に関すること」と「活

動の推進に関すること」、「現実検討に関すること」では、 0.5ポイントから1.0ポイントの評定差があ
る。「臨機応変な支援に関すること」では、 0.5ポイントから1.5ポイントの評定差があり、前３者よ
り開きが大きい。

また他者評価をみると、「チームとの関係性に関すること」と「活動の推進に関すること」が支援開
始時から終了時まで高値（高評価）を示しており、「現実検討に関すること」と「臨機応変な支援に関
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すること」は回を追うごとに評価が高くなっている。
一方、自己評価では、「チームとの関係性に関すること」と「活動の推進に関すること」、「現実検討

に関すること」は終盤に向け高いほど評価が高くなるが、「臨機応変な支援に関すること」については
評価に波がある。
 

 
 図23　茨城（OT）チーム会議伴走支援評価

②山口（PT）チーム（３名）との会議後の評定結果
個別に開催した４回のチーム会議後の他者評価および自己評価結果は、図24のとおりである。
全体的には、茨城（OT）チームと同様に他者評価の方が自己評価より評定結果は高く、「チームと

の関係性に関すること」と「活動の推進に関すること」、「現実検討に関すること」では、 0.5ポイン
トから1.5ポイントの評定差がある。さらに「臨機応変な支援に関すること」では、1.0ポイントから2.5
ポイントの評定差があり、茨城（OT）チームより開きが拡大している。

また他者評価をみると、最終会議を除きすべての評価項目において高値（高評価）を示している。
一方、自己評価では、すべての項目が右肩上がりまたは中値維持ではあるが、「臨機応変な支援に関す
ること」については他者に比べ評価が低い。
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図24　山口（PT）チーム会議伴走支援評価

③茨城（OT）チームおよび山口（PT）チーム合同進捗会議（７名）後の評定結果
伴走支援者と茨城（OT）チームおよび山口（PT）チーム合同で開催した２回の進捗会議後の他者

評価および自己評価結果は、図25のとおりである。
全体的には、両チーム会議同様に他者評価の方が自己評価より評定結果は高く、すべての評定項目

に1.0ポイント前後の評定差がある。
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また他者評価をみると、最終会議を除きすべての評価項目において高値（高評価）または右肩上が
りを示している。一方、自己評価ではすべての項目が右肩上がりまたは中値維持ではあるが、「臨機応
変な支援に関すること」については各モデルチームの結果と同様に評価が低い。
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両チーム合同進捗会議伴走支援評価
（平均）

9月5日 12月5日

図25　両チーム進捗会議伴走支援評価

２）伴走支援に関するコメント
①茨城（OT）チーム（４名）との会議後の評定結果

KH Coder によるテキストマイニング結果は以下のとおりである。なお共起ネットワークにおいて、
語の取捨選択の最小出現数は「２」とし、品詞による語の取捨選択は「すべて」とした。表記上は強
い共起関係ほど濃い線となる。
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【他者評価コメント】

「事業」という語が大きく、関連する語としては「視点」「情報」が結びついている。活動の切り口
をさまざまな視点や情報収集から模索している結果なのかもしれない。また「強み」「専門」「団体」
のつながりからは専門職としての役割意識を持っていると考えられる。

「提案」が大きく、関連する語として「出前」「講座」「資料」が結びついており、活動を具体的に
進めるための作業内容に注目している。また「支援」につながる語として「産業」「保険」「保健」「協
会」など地域職域連携を意識、検討しているキーワードが出現している。

2024.7.3

2024.9.27
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「産業」「保険」「保健」「協会」が前回以上に大きく、近接しており結びつきが強い。

【自己評価コメント】

「助言」が大きく、関連する語として「状況」「活動」「方向」「提案」が結びついている。伴走支援
者としてチーム状況や活動の方向性などについて提案している姿が伺える。

2024.10.30

2024.7.31
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「作業」が大きく、関連する語として「確認」「伝える」「予防」「健康」が結びついており、チーム
活動は健康づくりや予防などの介入の重要性について意識づけしている。

「チーム」が大きく、関連する語として「伴走」「実践」「資料」「活動」が結びついており、伴走支
援がチーム活動の成果や実践（資料作りや活動のまとめ）にどのように影響したのか確認している。

2024.9.27

2024.10.30
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②山口（PT）チーム（３名）との会議後の評定結果
共起ネットワーク作成方法は茨城県モデルチームと同様とし、結果は以下のとおりである。なお４

回目の会議コメントについては情報整理されておらず資料記載はない。

【他者評価コメント】

「相談」が大きく、関連する語として「制度」「補助」等が結びついており、産業保健領域の情報に意識が向
けられている。また「提供」には「地元」「新聞」などが結びついており、地域への活動情報発信の必要性が伺
われる。

2024.7.16
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「提示」が大きく、関連する語として「分析」「作業」「助言」等が結びついており、チーム活動を
評価分析し活動への助言や何らかの提案を受けている。

「助言」が大きく、関連する語として「スライド」「説明」「作成」等が結びついており、予定され
ている研修会プレゼンの準備に関する話題が話し合われている。

2024.8.19

2024.9.19



36 37

【自己評価コメント】

「意見」「内容」「スケジュール」「提供」「事業」等が「場面」「進行」「質問」「設定」などと結びつ
いているがそれぞれに距離があり、それ以外の語も含め今後の活動に関連する様々なキーワードが出
現している。

「内容」「環境」「通信」など複数の語が近接、密集するグループと「項目」「機能」「評価」などが
まとまるグループが出現。伴走支援の支援事項が焦点化されていたのかもしれない。

2024.7.16

2024.8.19
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「事業」に関連する「企業」「効果」「提供」などチーム活動の現状確認、「目的」「課題」「検討」などの検証、
「人材」「確保」「提案」などの今後の活動展開のあり方などを想定した語のつながりがみられる。

2024.9.19
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③茨城（OT）チームおよび山口（PT）チーム合同進捗会議（７名）後の評定結果
共起ネットワーク作成方法は前述同様、結果は以下のとおりである。

【他者評価コメント】

「活動」「茨城」「山口」「状況」等のつながりから、各チーム相互に取組みに対する関心が高いとい
える。また「今後」に関連する語として「情報」「活用」が近接しており、活動に際しては積極的な情
報収集と活用の重要性を促していたものを思われる。

2024.9.5
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語彙数が増加しており、活動のまとめに向け各チームと伴走支援者の積極的な意見交換がなされた
ものと考える。「事業」「情報」「実践」「企画」からのつながりからは一連の活動の振り返り、「展開」
「自律」「意識」「強み」等のつながりからは、各チームの持ち味を再確認し、「チーム」「成果」「有益」
等のつながりからは活動に対する一定の満足感を感じていたのかもしれない。

2024.12.5
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【自己評価コメント】

出現数が多い「支援」に関連する語として「助言」「必要」「推進」「方向」などがみられ、活動が端
緒についたこの時期では伴走支援者への協力を求める意識が高いと考えられる。また「情報」「方法」
それぞれが共通するつながりである「経営」「健康」「介入」「課題」からは、企業の健康問題への対策
について、具体的な取組み方の促しが伺われる。

2024.9.5
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出現数が多い「チーム」に関連する語として「メンバー」「意見」「発言」などがみられ、活動終結
を迎えた各チームに対しチームメンバーからの提案や取組みに関するさまざまな発言や行動に賞賛や
評価が与えられていたものと思われる。

２、伴走支援に関する考察
モデルチームの初動に関しては、健康づくり・予防というゼロ次予防や一次予防に経験の少ないリハ

専門職は、活動の切り口や情報収集、活動展開に際しての関係機関との連携などに不安や迷いが発生す
るものと考えていたが、共起ネットワークからはそのような語彙の出現がほとんど認められず、伴走支
援に対する他者評価においても初回から高い評価結果を示しており、チームメンバーには活動に対する
何らかの構えや、事前の情報整理を自ら行っていたものと思われる。

伴走支援中や支援の終盤においても、他者評価は比較的高値にとどまっており、活動を自律的に進め
ていた各チームを承認し、活動の手法をある程度任せながら伴走支援者が適時適切な関わりを維持して
いたものと考える。

一連の支援を通じて、誰からの言葉も否定はせず、参加者全ての発言を引き出し、活用できる資料は
惜しみなくタイムリーに提供するなど、伴走支援者はモデルチームに陰性感情を抱くことなく対応して
いたように思われる。伴走支援者の自己評価を共起ネットワークでみても、否定や制止、抑制するよう
な語彙はほとんど見られず、ある程度利用的な伴走支援の姿が実現できていたのではないかと思われる。

３、予防・健康づくりに寄与するためのリハビリテーション専門職のあり方
組織論的には、経済学者のビルフレッド・パレート（イタリア 1848～1923）が提唱した「パレート

の法則」では、「集団の上位の２割が、全体の８割を生み出す」という傾向があるとされている。「集団
の中の報酬の評価は、一部の構成員によって生み出されている」という経験則は、本活動についても生
かされるものと考える。

つまり本活動の目的である「自治体又は企業における予防・健康づくりの発展に寄与する」ことをリー
ドする士会が２割存在することで、多くの地域や職域で予防・健康づくりの動きが活性化するものと考

2024.12.5
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えられる。
PT 士会、OT 士会は47都道府県にそれぞれ設置されており、その中から合計20程度の PT 士会また

は OT 士会が積極的に本活動の展開を図ることで、全国的な予防・健康づくりの動きがつくられるもの
と考える。またリハ専門職としての役割や使命としての認知度も高まることが期待できる。

今回取組んだ伴走支援を面的そして継続的に展開し、リハ専門職の専門性の醸成や守備範囲を広げる
ことで、早期に目標達成を目指すことが重要である。リハ専門職の役割や機能は、治療だけではなく予
防へのパラダイムシフトが求められている。

第６節　今後に向けた検討（伴走支援のあり方検討　２章まとめ）

１、本年度の伴走支援の試み
１）本年度の地域保健総合推進事業において、PT 士会および OT 士会に対する伴走支援を試験的に実

施し、その有効性が確認された。
２）本事業では、事業協力者が各都道府県士会の事業担当者とともに事業の企画・実施を支援すること

で、事業化の進捗を促し、地域に根ざした健康づくり活動の推進に貢献した。
３）参加された両士会とも、大変積極的な活動をされ、伴走支援者・事務局共に本事業の遂行において

大変助けられ、感謝の一言につきる。
４）それぞれの県の地域特性がありつつ、主体としたテーマも異なったが、共に伴走支援者・事務局の

予想を超える成果となった。
５）本節では、来年度の公衆衛生事業において、伴走支援の仕組みをさらに発展させるための提案を行う。

特に、協会が主体となり、都道府県士会への働きかけを強化することで、より広範な地域での事業展
開を可能にする方法を検討する。

２、伴走支援の意義と成果
本年度の事業では、山口県理学療法士会と茨城県作業療法士会をモデルケースとし、伴走支援のプロ

セスを検証した。その結果、以下のような成果が得られた。
１）事業化の加速：事業担当者に寄り添い、定期的な情報提供とディスカッションを行うことで、企画・

準備段階のスムーズな進行が可能となった。
２）地域特性に応じた柔軟な支援：各地域のニーズに合わせたプログラム設計が行え、地域ごとの健康

課題に適応した対応が実施できた。
３）士会内の合意形成の促進：事業開始前に士会内での合意形成を図るプロセスが明確になり、事業の

継続性を高めることができた。
４）他士会への展開の可能性：モデル事業の成果を共有することで、他の都道府県士会が同様の取り組

みを行うための指針となった。

３、来年度に向けた伴走支援の方向性
来年度の本事業では、今年度の成果を踏まえ、伴走支援の枠組みを以下のように整備してはどうか。

１）事業モデルの標準化と横展開
• 今年度のモデル事業の成果を整理し、標準的な伴走支援のプロセスを確立する。
• 事業の進め方を明文化した手引きを作成し、全国の都道府県士会へ提供する。

２）伴走支援のネットワーク化
• 伴走支援者を都道府県ごとに育成し、支援者間のネットワークを形成する。
• オンラインでの情報交換会を定期開催し、伴走支援者同士のノウハウ共有を促進する。

３）事業開始前の準備支援の強化
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•  事業参画を希望する都道府県士会に対し、事前のオリエンテーションを実施。
• 事業計画の策定支援を行い、地域ごとのニーズに応じたプログラム設計を支援する。

４）伴走支援の評価と改善
• 伴走支援の効果を評価するため、各事業の進捗をモニタリングする。
• 事業終了後のフィードバックを収集し、次年度の改善につなげる。

４、協会から都道府県士会への働きかけ
伴走支援の効果を最大化するために、協会が以下の働きかけを行う事はどうか？
• 情報提供の強化：都道府県士会向けの説明会やガイダンスを実施し、伴走支援の意義を伝える。
• 事業参画の促進：モデル事業の成功事例を活用し、事業に関心のある士会の参画を促す。
• 人材育成の支援：伴走支援者を育成するための研修プログラムを整備し、全国規模での支援体制を

強化する。
• 財政的・技術的支援の提供：事業遂行に必要なリソースの確保を支援し、士会が主体的に活動でき

る環境を整える。

５、まとめ
本年度の伴走支援事業を通じて、都道府県士会が地域の健康づくりに積極的に関与するための支援の

重要性が確認された。来年度以降、この伴走支援の枠組みを全国規模で展開することにより、地域ごと
の健康課題に対応する新たな公衆衛生事業の推進が期待される。

今後、協会が中心となり、都道府県士会への働きかけを強化することで、より持続可能で実効性の高
い事業モデルを確立することを目指せるのではないか。
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第３章　研修会

第１節　研修会の目的

令和5年度に作成した「普及のための手引き」を利用して、地域の健康づくりに関する事業開始を望む PT
士会・OT 士会からモデルチームを構成し、その事業に対する「伴走支援」をパイロット的に実施したうえで、
他の PT 士会・OT 士会へ横展開するための伴走支援のあり方を検討し、その成果をモデル事例として周知す
るため。　

第２節　研修会の内容

研修会の次第を、本報告書に付録として掲載している。
1．名称

名称は、「都道府県理学療法士会・作業療法士会において、関係機関と連携した地域・職域での予防・
健康づくりを目的とした保健活動を推進するための研修」とした。

2．開催日時と会場
令和 6 年 10 月５日（土）10 時～ 16 時、WEB 会議システム Zoom で開催した。

3．対象者と参加者
PT 士会・OT 士会代表 54 名（PT 23 名、OT 31 名）

４．研修会の内容
１）午前の部

厚労省健康・生活衛生局、労働基準局、保険局から各１講演、保健師から 1 講演、伴走支援を受け
て事業展開したモデルチーム PT 士会・OT 士会から各１講演、伴走支援班から各 1 講演の計８講演
を行った。
◎講演・基礎研修

10 時 10 分　講演 1（仮題）地域・職域連携の推進について
　（厚生労働省　健康・生活衛生局　健康課　保険指導室）（15 分）
10 時 25 分　講演 2 （仮題）安全衛生行政について
　（厚生労働省　安全衛生部　労働衛生課　産業保健支援室　依頼中）（15 分）
10 時 40 分　講演 3 （仮題）保険者の予防・健康づくりについて
　（厚生労働省　保険局　医療介護連携政策課）（15 分）
10 時 55 分 質疑（10 分）
11 時 10 分 休憩（10 分）
11 時 20 分　講演 4　成人の健康づくり等における保健師と理学療法士・作業療法士の連携
　（大阪府 枚方市 健康福祉部 保健所 副所長　橋本美弥子氏）（15 分）

◎～本事業において伴走支援にご協力いただいた県士会に関する報告～
11 時 40 分　講演 5（仮題）山口県 : これから始める事業 立ち上げの支援

（伴走支援班　成松義啓氏・山口県士会スタッフ）（20 分）
12 時 00 分　講演 6（仮題）茨城県 : 計画づくりへの支援

（伴走支援班 戸松好恵氏・茨城県士会スタッフ）（20 分）
２）午後の部

◎グループワーク（以下の３つのテーマでグループワークを行った。）
①�所属する地域や施設が抱える成人の健康課題（転倒、腰痛、メンタルヘルス、生活習慣病）とそ

の課題解決に PT 士会・OT 士会が行える事業について
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②自治体や企業、住民への説明等で活用できるもの・資料や、必要なもの・資料
③�各都道府県の特性に応じて、PT 士会・OT 士会が関係機関と連携した地域・職域での予防・健康

づくりを目的とした保健活動を推進する事業へ寄与するまでの進め方について
13 時 30 分　グループワークオリエンテーション（10 分）
13 時 40 分　グループワーク（110 分）※グループごとで休憩
①�所属する地域や施設が抱える成人の健康課題（転倒、腰痛、メンタルヘルス、生活習慣病）と、

その課題解決に PT・OT 士会が行える事業についてのイメージ（40分）
②自治体や企業、住民への説明等で活用できるもの・資料や、必要なもの・資料（30分）
③�各都道府県の特性に応じて、PT・OT 士会が関係機関と連携した地域・職域での予防・健康づく

りを目的とした保健活動を推進する事業へ寄与するまでの進め方（30分）
15 時 30 分　発表（代表で 3 つのグループ）（15 分）
15 時 45 分　講評（協力事業者から代表者）（5 分）
15 時 50 分　閉会のご挨拶（日本作業療法士協会）（5 分）
15 時 55 分 アンケート

第３節　研修会のアンケート結果

研修会終了後にアンケート調査を行った。
アンケート項目
1．職種
2．氏名
3．所属の都道府県
4．研修会全体の満足度についてお答えください
5．厚生労働省の講演の理解度についてお答えください
6．保健師の講演の理解度についてお答えください
7．モデルチームの講演の理解度についてお答えください
8．自由記載

結果は以下（アンケート調査からの抜粋）の通り。
回答者数は48名（PT：21名、OT：27名）で、　参加者数54名に対して回収率は89％であった。
結果の要約
研修会の満足度については、満足度の高い５点・４点を合わせると98% となった。事業を検討して

いる士会は昨年の37.5％から50％に、増加した。事業に取り組めていない理由は、ヒト（29％）、モノ
（58％）、カネ（61％）、情報（66％）であった。

56.30%

41.70%

2.10% 0.00% 0.00%

４ 研修会全体の満足度について

非常に満足 満足 どちらともいえない やや不満 不満
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43.80%

35.40%

18.80%

2.10% 0%

５ 厚生労働省の講演の理解度について

どちらでもないとても理解できた

理解できなかった

理解できた

全く理解できなかった

60.40%
31.10%

8.30% 0% 0%

６ 保健師の講演の理解度について

どちらでもないとても理解できた

理解できなかった

理解できた

全く理解できなかった

58.30%

35.40%

6.30% 0% 0%

７ モデルチームの講演の理解度について

どちらでもないとても理解できた

理解できなかった

理解できた

全く理解できなかった
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８　【自由記載】
グループワークを通じて、今後貴士会では、成人の健康づくりに対してまず何に取り組めそうですか？
（現在実施している関連事業の継続、事業計画の立案、士会内での情報共有等）（複数回答）

・士会内での情報共有・情報収集（21件）
・県内リハ職向けの普及啓発と人材育成（7件）
・成人の健康づくりに対する事業担当部署設置検討、事業計画検討（12件）
・現在実施している事業（もしくは関連事業）継続と拡大（7件）
・エイジフレンドリー補助金等の助成制度活用の検討（4件）
・士会員が保健医療圏域で取り組んでいる産業リハへの継続支援
・メンタルヘルス対策への取り組み
・腰痛予防対策には取り組み（2件）
・事業啓発・人材確保に向けたリーフレット製作（士会会員への発信、関連団体への発信）
・経験豊かな会員（シニア会員）の事業への協力への意向調査
・事業展開にあたりフォーマットの検討
・産業保健領域での作業療法士の役割の検討
・現段階では困難

45.80%

45.80%

4.20%
4.20%

4.20% 4.20%

11【複数回答可】 検討に至ったきっかけ

他団体（市町村含む）等の外部からの依頼

士会内における設問 10 への問題意識

日本理学療法士協会が実施していた肩こり・腰痛事業を士会として引き継いだ

「ある」と思うが理事で共有できていない

前回の会議に参加し、そこから対応していく方向性を士会内で確認、検討し始めた

無回答

取り組めている

21%

取り組めていない

79%

12 高齢者を除く特定保健指導の対象者や40歳

以上の成人等を対象とした健康づくりについて

取り組めている 取り組めていない
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「メンタルヘルス対策」のための個別での相談・指導

「メンタルヘルス対策」のための各種媒体を通じた情報配信

「メンタルヘルス対策」のための集団への教育

「転倒予防」のための個別での相談・指導

「転倒予防」のための各種媒体を通じた情報配信

「転倒予防」のための集団への教育

「腰痛予防」のための個別での相談・指導

「腰痛予防」のための各種媒体を通じた情報配信

「腰痛予防」のための集団への教育

「生活習慣病予防」のための個別での相談・指導

「生活習慣病予防」のための各種媒体を通じた情報配信

「生活習慣病予防」のための集団への教育

13 【複数回答可】高齢者を除く特定保健指導の対象者や 40 歳以上の成

人等を対象とした健康づくりについて

28.90%

71.10%

当てはまる

14-1 ①ヒト（対応できる人材がいない、

組織がない等）に関する理由により取り組

めていない

当てはまらない

60.50%

39.50%

14-3 ③カネ（事業運営費用が捻出でき

ない等）に関する理由により取り組めていない

当てはまる 当てはまらない

65.80%

34.20%

14-4 ④情報（技術やノウハウがない等）

に関する理由により取り組めていない

当てはまる 当てはまらない
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26.30%

73.70%

14-5 ⑤その他の理由により取り組めていない

当てはまる 当てはまらない

アンケートのまとめ

本研修会の目的は、地域の健康づくりに関する事業を、全国の PT 士会・OT 士会へ横展開するために、
伴走支援のあり方を検討し、その成果をモデル事例として周知することである。アンケート結果より、参
加者の98％から満足できる回答を得た。厚生労働省関係者や保健師からの講義により、この事業推進の必
要性や、PT・OT に求められる役割について、事業推進に必要な多角的な視点が提供の機会となった。また、
伴走支援に携わった山口県理学療法士会・茨城県作業療法士会の実践報告により、具体的な事業展開のイ
メージを掴む上で非常に有効であった。グループワークにおいては、各地域の現状把握だけでなく、各自
の地域における課題を再認識することができた。人材確保や人材育成、資金調達、連携機関など、都道府
県士会に持ち帰り具体的に事業計画を検討出来る材料を提供することもできた。

今後の課題と展望は、実際に取り組んだ事業事例共有だけでなく、人材育成システムや広報媒体なども
共有するプラットフォーム構築も考えられる。既に取り組んでいるモデル2事例に加え、新たに事業計画
や事業自体を開始した事例についても共有し、より実践的な知見を蓄積することも考えられる。
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第４章　事業のまとめ

総論

本年度は、令和 5 年度に作成した「普及のための手引き」を利用して、地域の健康づくりに関する事業開
始を望む PT 士会・OT 士会からモデルチームを 2 チーム構成し、その事業に対する「伴走支援」をパイロッ
ト的に実施したうえで、他の PT 士会・OT 士会へ横展開するための伴走支援のあり方を検討しました。その
成果をモデル事例として周知するための研修会を開催し、各県士会の関係者の参加があり、横展開の準備を
整えることができた。

1. 伴走支援のあり方について
伴走支援班では、初動時の①活動の到達目標の設定や活動遂行の後押し、②モデルチームが抱えている不

安やその要因を把握、③活用できそうな情報提供、④活動の組み立てに関する考え方について助言、進行中
の⑤活動に対する肯定的な評価、⑥活動展開における工夫や実現可能性検討等を行った。これらの支援は、
モデルチームからの他者評価が高く、伴走支援として有効な方法であるといえる。自律的な各チームを承認、
参加者全ての発言を引き出す、活用できる資料をタイムリーに提供、などがモデルチームの高い評価につな
がったと思われることから、令和７年度の事業活動に引き継いでゆきたい。

2. 研修会について
オンラインではあったが、PT 士会・OT 士会代表 54 名（PT　23 名、OT31 名）の参加の下にて、講演・

基礎研修に引き続いて、①地域の課題解決に各士会が行える事業について、②説明等で活用できるもの・資
料や、必要なもの・資料③地域の特性に応じた各士会の進め方について、グループワークを行うことができた。

研修会後のアンケートの結果、制度等の基本的な情報提供と先行事例の紹介と課題整理を行う研修会は満
足度が高く、事業について検討を開始した士会が増加していたことから、今後は、本事業で得られた伴走支
援のあり方の精緻化を行い、更なる取り組みを全国展開できることを目指していく。

3. 今後の展望
本事業で得られた伴走支援のあり方の精緻化を行い、更なる取り組みを全国展開できることを目指してい

く。
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第５章　事業成果

１　令和 6 年度地域保健総合推進事業発表会　抄録

２　令和 6 年度地域保健総合推進事業発表会　発表スライド

３　他職種向けパンフレット
　　「自治体または企業における　成人の健康づくりと理学療法士・作業療法士」

４　第 83 回日本公衆衛生学会総会　シンポジウム紹介
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１　令和6年度地域保健総合推進事業発表会　抄録

都道府県理学療法士会・都道府県作業療法士会における地域・職域での予防・健康づくりを目的とした保健活
動を推進するための研修の開催および伴走支援のあり方に関する検討事業

分担事業者	 山本 伸一（日本作業療法士協会　会長）
	 斉藤 秀之（日本理学療法士協会　会長）
	 事業協力者　香山 明美 ( 東北文化学園大学 )、吉井 智晴（東京医療学院大学）、
	 松本 良二（成田リハビリテーション病院）、
	 清水 兼悦（札幌山の上病院）、岡持 利亘（霞ヶ関南病院）、
	 石光 雄太（国立病院機構関門医療センター）、梅野 裕昭（大分中村病院）、
	 小寺 陸王（宇部興産中央病院）小林 敦郎（順天堂大学医学部附属静岡病院）、
	 佐々木 剛（茨城県立医療大学）、関本 充史（株式会社リニエ L）、
	� 戸松 好惠（堺市こころの健康センター）、成松 義啓（高千穂町国民健康保険病院）、橋本 美弥子

（枚方市保健所）、
	 三戸 洋（山口県地域リハビリテーション支援団体）
	 濱田 剛利（土浦厚生病院）、藤田 夕子（温泉リハビリセンター虹の丘）、
	 細田 忠博（茨城県リハビリテーション専門職協会）
	 渡邉 忠義（社会医療法人あさかホスピタル）

要旨　地域の健康づくりに関する事業開始を望む都道府県の理学療法士会（PT 士会）・作業療法士会（OT
士会）からモデルチームを構成し、その事業に対する「伴走支援」をパイロット的に実施したうえで、他
の PT 士会・OT 士会へ横展開するための伴走支援のあり方を検討した。今回の伴走支援のあり方は一定
の成果があった。その成果をモデル事例として周知するための研修会を開催し、新たな取り組みのきっか
けとした。

Ａ．目的
都道府県理学療法士会（以下、PT 士会）・都道府県作業療法士会（以下、OT 士会）を対象に、関係機関

と連携した地域・職域での保健活動の事業内容や運営方法に関する取り組みを学ぶための研修の企画・運営
を行う。また、支援のあり方を検討することで、他の PT 士会・OT 士会へ横展開につなげ、自治体又は企業
における予防・健康づくりの発展に寄与する PT 士会・OT 士会の取組をさらに推進すること。

Ｂ．方法
地域の健康づくりに関する事業開始を望む PT 士会・OT 士会からモデルチームを構成し、その事業に対す

る「伴走支援」をパイロット的に実施したうえで、他の PT 士会・OT 士会へ横展開するための伴走支援のあ
り方を検討する。その成果をモデル事例として周知するための研修会を開催した。

Ｃ．結果
（１）伴走支援班の取り組み

モデルチームとして山口県理学療法士会（以下、山口チーム）と茨城県作業療法士会（以下、茨城チーム）
が参画した。山口チームは企業への腰痛予防、茨城チームは企業へのメンタルヘルス不調予防に取り組んだ。
2 チームが、事業を決定し開始するまでのプロセスを事業協力者による伴走支援班が伴走した。

（２）伴走支援のあり方に関する評価
モデルチームとの会議ごとに、モデルチームによる他者評価と伴走支援者による自己評価とを行い、伴

走支援のあり方と意義を検討した。評価項目は、①モデルチームとの関係性に関すること、②活動の推進
に関すること、③現実検討に関すること、④臨機応変な支援に関することの 4 項目とし、各項目 4 段階評



52 53

定で行った。評定は単純集計による平均点比較、コメントは共起ネットワークで他者評価と自己評価比較
を行った。この評価から今回の伴走支援は 2 士会ともに初回から最後まで他者評価が高かった。

（３）研修会の開催
【目的と名称】�「都道府県理学療法士会・作業療法士会において、関係機関と連携した地域・職域での予防・

健康づくりを目的とした保健活動を推進するための研修」
【開催日時と会場】令和 6 年 10 月 5 日（土）10 時～ 16 時、WEB 会議システム Zoom で開催した。
【参加者数】PT 士会・OT 士会代表 54 名（PT　23 名、OT31 名）
【午前の部】�◎厚労省健康・生活衛生局、労働基準局、保険局から各１講演、保健師から 1 講演、伴走

支援を受けて事業展開したモデルチーム PT 士会・OT 士会から各１講演、伴走支援班から
各 1 講演の計８講演を行った。

【午後の部】�◎グループワーク　①所属する地域や施設が抱える成人の健康課題（転倒、腰痛、メンタル
ヘルス、生活習慣病）とその課題解決に PT 士会・OT 士会が行える事業について　②自治
体や企業、住民への説明等で活用できるもの・資料や、必要なもの・資料　③各都道府県の
特性に応じて、PT 士会・OT 士会が関係機関と連携した地域・職域での予防・健康づくり
を目的とした保健活動を推進する事業へ寄与するまでの進め方について、の３つのテーマで
グループワークを行った。

（４）研修会後アンケート結果
参加者 54 名に対し事後アンケートを実施し回収率 89％（PT44%、OT55％）であった。
研修会の満足度については、満足度の高い 5 点・4 点を合わせると 98% となった。事業を検討してい

る士会は昨年の 37.5％から 50％に、増加した。事業に取り組めていない理由は、ヒト（29％）、モノ（58％）、
カネ（61％）、情報（66％）であった。

Ｄ．考察
伴走支援班では、初動時の①活動の到達目標の設定や活動遂行の後押し、②モデルチームが抱えている不

安やその要因を把握、③活用できそうな情報提供、④活動の組み立てに関する考え方について助言、進行中
の⑤活動に対する肯定的な評価、⑥活動展開における工夫や実現可能性検討等を行った。これらの支援は、
モデルチームからの他者評価が高く、伴走支援として有効な方法であるといえる。自律的な各チームを承認、
参加者全ての発言を引き出す、活用できる資料をタイムリーに提供、などがモデルチームの高い評価につな
がったと思われる。

研修会後のアンケート結果から、制度等の基本的な情報提供と先行事例の紹介と課題整理を行う研修会は
満足度が高く、新たに取り組みを検討するきっかけになっていた。

Ｅ．結論
令和 5 年度で作成した手引き等を活用し、PT 士会・OT 士会における地域・職域での予防・健康づくりを

目的とした保健活動をさらに推進するために、モデルチームに伴走支援を行い伴走支援のあり方を検討する
とともに、上記経過等の報告も含めた研修会を開催した。

Ｆ．今後の計画
本事業で得られた伴走支援のあり方の精緻化を行い、更なる取り組みを全国展開できることを目指してい

く。
Ｇ．発表

１．論文発表　未定
２．学会発表
第 84 回日本公衆衛生学会総会（予定）
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20220322埼玉県地域包括ケアシステム
取組報告会で説明（渡邉賢治氏資料改変）

乳幼児 思春期 働き盛り世代（青壮年・中年層） 高齢者

地域での予防分野・高齢者施策における理学療法士（PT）と作業療法士（OT）の職域

これまでの主領域本事業で活性化を目指す領域

• 保健所、保健センター等の行政が主催する市民向け健康教室等、
市区町村の成人保健事業、健康増進事業への寄与

• 生活習慣病、腰痛、転倒、メンタルヘルス不調等の予防に資する
支援

• 保険者主催の健康まつり等の普及啓発事業等への協力

• 企業・商工会等における、健康教室や労働衛生環境への支援等
による労働生産性の維持・向上への協力

「2022年3月22日埼玉県地域包括ケアシステム取組報告会での説明資料（渡邉賢治氏資料 改変）」、厚生労働省「地域・職域連携の推進について」「生活習慣病予防及び介護予防の「予防」の段階」を一部改変

0次予防

一次予防 二次予防 三次予防

2

事業関係者

 

 

分担事業者 

 

山本 伸一（日本作業療法士協会 会長） 

斉藤 秀之（日本理学療法士協会 会長） 

事業協力者 香山 明美(東北文化学園大学)、吉井 智晴（東京医療学院大学）、 

松本 良二（成田リハビリテーション病院）、 

清水 兼悦（札幌山の上病院）、岡持 利亘（霞ヶ関南病院）、 

石光 雄太（国立病院機構関門医療センター）、梅野 裕昭（大分中村病院）、 

小寺 陸王（宇部興産中央病院）小林 敦郎（順天堂大学医学部附属静岡

病院）、 

佐々木 剛（茨城県立医療大学）、関本 充史（株式会社リニエ L）、 

戸松 好惠（堺市こころの健康センター）、成松 義啓（高千穂町国民健康

保険病院）、橋本 美弥子（枚方市保健所）、 

三戸 洋（山口県地域リハビリテーション支援団体） 

濱田 剛利（土浦厚生病院）、藤田 夕子（温泉リハビリセンター虹の丘）、 

細田 忠博（茨城県リハビリテーション専門職協会） 

渡邉 忠義（社会医療法人あさかホスピタル） 

1

分担事業者
山本 伸一（日本作業療法士協会 会長）
斉藤 秀之（日本理学療法士協会 会長）

令和６年度「地域保健総合推進事業」
都道府県理学療法士会・都道府県作業療法士会における地域・職域
での予防・ 健康づくりを目的とした保健活動を推進するための
研修の開催および伴走 支援のあり方に関する検討事業 報告

２　令和6年度地域保健総合推進事業発表会　発表スライド



54 55

リハビリテーション専門職の特徴
• 元々持つユーティリティ/ポリバレントな能力
対象者の“運動”だけではない、生活を支えるプロ

• 実臨床でのリハビリテーション（三次予防）に携わる者の思い
「より若いうちから一次予防・二次予防をしていたら・・」
「成人期からの保健事業に参画する必要がある」

• 地域リハビリテーションでの連携
障害児・者、成人・高齢 者とその家族が、住み慣れたところで、
一生安全に、その人らしくいきいきとした生活ができるよう、
保健・医療・福 祉・介護・地域住民を含め
生活にかかわるあらゆる 人々や機関・組織が
リハの立場から協力し合って行なう活動

5

【背景２】

リハビリテーション専門職である理学療法士（PT）
作業療法士（OT）は、一般的に広く認識されている
三次予防だけでなく、一次予防に資する専門性を
有しているにもかかわらず、地域・職域での健康づくり
への参画が未だ不十分である。

4

【背景１】
支え手が減少し、高齢化が進展する本邦において、

多職種で健康課題に取り組むことは必然である。
そして、高齢者に限らず、その前段階である青壮年
中年層対象の成人保健・健康増進事業
「地域・職域での健康づくり」の
充実は喫緊の課題である。

3
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自治体又は企業における成人の健康づくりに寄与するための手引き

8

【目的】自治体又は企業における成人の疾病・障害の予防、および身体的・精神的健康を増進するための保健活動に寄与
する都道府県理学療法士会（PT士会）・作業療法士会（OT士会）の取り組みを推進すること

事業全体像

実施率
PT士会・OT士会との連携

現状 今後希望
生活習慣病予防事業
メンタルヘルス対策事業

50％以上 10％未満 5～20％

腰痛予防事業
転倒予防事業

約10％ 10～40％ 約80％

・保健事業においてPT士会・OT士会との連携を多くの保健所が望んでいるが、実際に連携したことがある保健所はわずかである（表1）
・数は少ないが、地域の関係機関と連携してPT士会・OT士会が成人に対する保健事業に取り組んだ事例があった（表2）

表1 保健所向け調査の結果
福島県PT士会： 全国健康保健協会と連携した企業への運動支援セミナー

京都府PT士会： 医療・介護従事者に対する腰痛予防・介助教室

静岡県PT士会： 行政（市）・郡市区医師会と連携した企業向け腰痛予防事業

長崎県PT士会： 行政（県）・保健所と連携した転倒骨折予防の指導と普及啓発

長崎県OT士会： 行政（市町）と連携した特定検診の場等における「うつ検診」事業

表2 PT士会・OT士会向け調査の結果

令
和
4
年
度
（
調
査
）

令
和
5
年
度
（
普
及
・啓
発
）

PPTT士士会会・・OOTT士士会会
関関係係部部局局のの担担当当者者

成成人人保保健健事事業業やや健健康康増増進進
事事業業へへのの理理学学療療法法士士・・作作業業
療療法法士士のの寄寄与与がが不不十十分分

地地域域のの成成人人保保健健事事業業やや健健康康増増進進事事業業
にに寄寄与与すするる取取りり組組みみににPPTT士士会会・・OOTT士士会会
がが着着手手すするるたためめのの基基盤盤ががででききるる

・・1100名名のの講講師師にによよるる講講演演
・・ググルルーーププワワーークク
・・アアンンケケーートト

研研修修会会（（1100月月2211日日））

方策検討会議（11月26日）

成果物（手手引引きき）

方策検討会議（ 月 ）

参参加加者者はは協協力力事事業業者者とと、、
PPTT士士会会・・OOTT士士会会かからら66名名 7

リハビリテーション専門職が三次予防だけでなく
一次予防や二次予防に対応

三次予防

二次予防

一次予防

・健康寿命の延伸
・働き続けられる心身づくり
・住みたい地域で人生を過ごせる

疾病予防、介護予防、健康教育に対しての役割が担える
・健康づくり・障害予防
・コンディショニング・メンタルヘルス不調への介入

疾病の早期発見
早期リハビリテーション ・後遺症の最小化

・早期家庭復帰
・早期社会復帰

疾病に対するリハビリテーション
重症化予防

一人二役：ユーティリティ/
ポリバレント

マルチタスクで多職種連携↑

6
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「県内関係者との調整から事業化に向けた

多様な準備・実践」

「県内関係者との調整から事業化に向けた

多様な準備・実践」

令和6年 事業計画

令和7年 事業実施
継続実施

関連団体との協働実施へ

①パッケージ

②

②

②

④

③

③

③

茨城県作業療法士会の取組
④

①支援パッケージ作成
②具体的な連携・支援事業の展開
③継続実施に向け資金調達・人材育成
④リハビリテーション専門職協会と連携

組織化・人材
地域診断
OTの強み
熱意・・・

11

「企業支援実践から県内他業種への
展開に向けた事業化への準備」

10

令和6年度全体像・伴走支援と研修会開催

伴走支援班伴走支援班

山口チーム
企業内の腰痛予防

茨城チーム
企業内のメンタルヘルス

不調への対応

モデルチームによる伴走支援

伴走支援の評価と
あり方検討

研修会開催
10月5日 9
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・どの時期も両チームの他者評価が高い。
・導入時に高い傾向が伺われる。
・自由コメントの前半は、さまざまな視点

や情報収集を求めて模索している様子が
伺われる。後半は「助言」「必要」「推
進」「方向」などがみられ、伴走支援者
への協力を求める意識が高くなっている。

伴走支援の評価結果

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

他者 自己 他者 自己 他者 自己 他者 自己

チームとの関係性に関

すること

活動の推進に関するこ

と

現実検討に関すること 臨機応変な支援に関す

ること

山口県チーム会議伴走支援評価（平均）

7月16日 8月19日 9月19日 11月25日

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

他者 自己 他者 自己 他者 自己 他者 自己

チームとの関係性に

関すること

活動の推進に関する

こと

現実検討に関するこ

と

臨機応変な支援に関

すること

両県合同進捗会議伴走支援評価（平均）

9月5日 12月5日
14

評価項目
１）モデルチームとの関係性に関すること（チームメンバーへの公平平等な対応

信頼関係の構築、対話＜質問・承認・フィードバック＞と傾聴を心がけた
コミュニケーション、感情や情意の変化に応じた対応）

２）活動の推進に関すること（活動の動機づけ、強みを同定し活かす、自律性の尊重
＜安易に解決方法を提示しない＞）

３）現実検討に関すること（有効と思われる情報提供、実現可能性に沿った対応
＜推論推測に拠らない対応＞、支援の自己評価や振り返り）、

４）臨機応変な支援に関すること（状況変化に応じた支援、気づきや発案の活用）

4段階評定（1:未対応、2:対応は不十分であった、3:ほぼ必要な対応ができた、4:十分に満足でき
る対応ができた）を行い、コメントを加えた。
・評定は単純集計による分析
・コメントについてはKH Coderの共起ネットワークにより経時的に分析

伴走支援の評価内容

支援のあり方を構造的に分析し4観点を抽出

モデルチーム（他者評価）、伴走支援班（他者評価）を行い、支援内容を客観的に評価

13

伴走支援のあり方と評価

初動時
①活動の到達目標の設定や活動遂行の後押し
②モデルチームが抱えている不安やその要因を把握
③活用できそうな情報提供
④活動の組み立てに関する考え方について助言
進行中
⑤活動に対する肯定的な評価
⑥活動展開における工夫や実現可能性検討
自律的な各チームを承認
参加者全ての発言を引き出す
活用できる資料は惜しみなくタイムリーに提供

モデルチームの
高い評価

寄寄りり添添いい支支援援
つながり続けること
を目指すアプローチ
「地域共生社会推進検討会」の最終とりまとめ

/令和元年

具体的な課題
解決を目指す

アプローチ

12
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まとめと今後の計画
• 令和４年度の地域や職場における予防・健康づくり等への調査結果にて、

理学療法士と作業療法士による成人に対する生活 習慣病予防等の健康
づくりに係る取り組みが多くないことが明らかになった。

• 令和5年度は、自治体又は企業における成人の疾病・障害の予防、およ
び身体的・精神的健康を増進するための保健活動に寄与する取り組みを
推進することを目的に、研修会の開催、方策検討会議の開催、ならびに
手引きの作成を実施した。

• 令和６年度は、令和5年度で作成した手引き等を活用し、PT士会・OT
士会における地域・職域での予防・健康づくりを目的とした保健活動を
さらに推進するために、モデルチームに伴走支援を行い伴走支援のあり
方を検討するとともに、上記経過等の報告も含めた研修会を開催した。

• 今後は、本事業で得られた伴走支援のあり方の精緻化を行い、更なる取
り組みを全国展開できることを目指していく。

まとめと今後の計画

17

研修会後のアンケート結果

〇〇研研修修会会へへのの参参加加者者のの反反応応 〇〇成成人人（（高高齢齢者者をを除除くく））のの健健康康づづくくりりににつついいてて現現在在士士会会でで取取りり組組んんででいいるる事事業業

1
0%

2
0%

3
2%

4
42%

5
56%

研修会全体の満足度

1 2 3 4 5

1
0%

2
2% 3

19%

4
35%

5
44%

厚生労働省の講演の理解度

1 2 3 4 5

3

0

0

8

3

1

7

2

0

2

0

0

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

「生活習慣病予防」のための集団への教育

「生活習慣病予防」のための各種媒体を通じた情報配信

「生活習慣病予防」のための個別での相談・指導

「腰痛予防」のための集団への教育

「腰痛予防」のための各種媒体を通じた情報配信

「腰痛予防」のための個別での相談・指導

「転倒予防」のための集団への教育

「転倒予防」のための各種媒体を通じた情報配信

「転倒予防」のための個別での相談・指導

「メンタルヘルス対策」のための集団への教育

「メンタルヘルス対策」のための各種媒体を通じた情報…

「メンタルヘルス対策」のための個別での相談・指導

1
0%
2

0%
3

8%

4
31%

5
61%

保健師の講演の理解度

1 2 3 4 5

1
0%
2

0%
3

6%

4
36%

5
58%

モデルチームの講演の理解度

1 2 3 4 5 16

取り組みを考える
士会が増えた

都都道道府府県県理理学学療療法法士士会会・・作作業業療療法法士士会会ににおおいいてて、、関関係係機機関関とと連連携携
ししたた地地域域・・職職域域ででのの予予防防・・健健康康づづくくりりをを目目的的ととししたた保保健健活活動動をを推推
進進すするるたためめのの研研修修会会開開催催

令和 ６年 10 月 ５ 日（土）10：00～16：00 会場：Web 会議システム 

〇〇午午前前のの部部：：PPTT士士会会・・OOTT士士会会のの代代表表5544  名名（（PPTT2233名名、、OOTT3311名名））参参加加

厚労省健康・生活衛生局、労働基準局、保険局から各１講演、保健師から1講演、伴走支援
を受けて事業展開したモデルチームPPTT士士会会・・OOTT士士会会から各１講演、それぞれの伴走支援班
から各1講演の計８講演。

〇〇午午後後のの部部：：以以下下のの内内容容ににつついいてて、、ググルルーーププワワーーククをを行行っったた。。
①所属地域や施設が抱える成人の健康課題（転倒、腰痛、メンタルヘルス、生活習慣病）
②①の課題解決にPTとOTが寄与するために知りたいこと（事業実施手引きに望む内容）
③自治体や企業、住民への説明等で活用できる資料
④各都道府県の特性に応じた、PTとOTが成人の健康づくりに関する保健事業へ 

寄与するまでの進め方や必要なもの 15
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３　他職種向けパンフレット
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